
コロナ禍の影響で、かねてから危惧されていた地域公共交通の
存続の危機が鮮明になった今日、大都市への極度な集中を是正
し、地方分散の推進、出生率の増加、地域強靭化のためには、
地域における良好な公共交通サービスを基礎とした安心して暮ら
せるライフスタイルの提供が必要。

－ 公共交通の運賃収入は、大幅減収の見込み。高速バス・観
光バスによる内部補填も、見込めず、各事業者はコストダウンか
ら、減便・路線廃止を本格化。

－ 公共交通は、医療、教育等とともに地域を支えるインフラ。通
学生や免許返上した高齢者等の日常生活の足の「交通崩壊」は
地域社会崩壊に。

－ 観光の国内需要喚起にも地域公共交通は不可欠。

コロナ後の地域公共交通に向けた具体策と制度の提案
全国路面電車ネットワーク



１．早期に実施すべき具体的方策

①小中高校生の通学時公共交通利用の公費負担による子育て
支援（事業者の割引負担軽減）。

②バリアフリーに関する費用の全面的な公費負担化（医療・介護
費の軽減）。

③公共交通のデジタル投資（オープンデータ、キャッシュレス化の
運営コストを含む費用）の全面的な公費負担化（接触軽減と運転
手の保護）

④公費助成による乗継（鉄道・バス・タクシー等）も含めた運賃軽
減（需要喚起、MaaSの有効活用）

― 訪日外国人旅行者受入環境緊急対策予算等を

グリーンリカバリー施策として活用



２．短期間で創設すべき制度の提案

①地域に必要であるが採算性が厳しい公共交通について、地方
自治体が路線・運行計画を主体的に決定できる枠組とそのため
の人材育成の制度（国）

②上記を可能とする市町村の公共交通費用負担（予算規模はお
おむね一般会計の１％程度）を想定した施策と、そのための財源
措置（地方交付税等）。

③域内交通のサービス・運賃等の総合調整機能を有する組織の
創設（交通連合等）



３．検討を開始し、5年以内に改正すべき制度

①地域公共交通の運営の領域分化と官民の責任分担の明
確化

― 採算が確保できる商業サービスと、公共的に供給するサ
ービスの切り分け。

― 公共サービスと見なす区域・路線については、公共サー
ビス義務（PSO）と位置付け、自治体がサービスに責任を持
ち、事業者がこれを受託等、契約で運行する形。

― 鉄道の上下分離は官民の機能分離とし、公共サービス
義務（PSO）の下で積極活用。

②上記を実現する関連事業法の改正と充分な予算措置

― 交通政策基本法、地域公共交通活性化・再生法の趣旨
を各事業法に反映。
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地方自治体支援 10/31現在 492自治体 235億円以上
http://www.racda-okayama.org/wp-content/uploads/2020/06/2020-1011co19precityall.pdf

感染対策、事業者毎、台数毎、路線毎、各地様々
ＩＣカード（青森・山形・福島・群馬・島根＋岡山市一部）

http://www.racda-okayama.org/wp-content/uploads/2020/06/2020-1011co19precityall.pdf


路線バス電車・おもな支援状況（観光バスは除外）2020-1031現在

青森県 電車バス船 11億7549万

岩手県 10億2000万

宮城県 ３億0246万仙台市1億5000万
山形県 7億3300万福島県3億2300万

茨城県 45日分３億8500万

栃木県 支援６億250万広告１８９２万

群馬県 IC３億1360万、感対3020万

埼玉県 １億160万自治体１億144万

千葉県2億6300万 千葉市2億4680万

横浜市 1億9200万市原市6784万

新潟市 3億8600万新潟県2166万

富山県 2億8700万富山市2億4281万

福井県 6594万 山梨県6594万

長野県 3億736万 静岡県1億4030万

愛知県 2億632万 三重県1億6800万

岐阜県 バス電車１億5220万、IC3003万

京都府 3億3800万 京都市16億

滋賀県２億550万 堺市6849万

兵庫県 2億4000万 和歌山県7845万

鳥取県 1億7200万

島根県 9000万 松江市5億5826万

岡山県 電車バス船 1億4508万

岡山市 ４億2000万倉敷市 1億2685万

広島県38億8000万 広島市8億8000万

山口県 ４億2900万 徳島市2億3301万

香川県 3億6362万 高松市 2億2838万

高知県 7155万 高知市 3億0780万

松山市1億2828万

福岡県 9億5171万 北九州市7億6790万

佐賀県2億3647万 熊本県 5億2900万

長崎市5853万 佐世保市1億0670万

宮崎県2億6888万 鹿児島県57200万

那覇市1億0731万

492自治体 235億3552万円以上



初乗り運賃・高齢者補助・学生補助

• 全国バス初乗り運賃 （ラクダ2018年調べ、一部に100円あり）

札幌190円、仙台170円、東京180円、横浜180円、新潟170円

名古屋170円、京都150円、大阪200円、神戸160円、広島180円

福岡150円、熊本150円、北九州190円、岡山140円（都心100円）

• 政令市高齢者補助 （横浜市資料など）

横浜市 敬老特別乗車票 年間100億円（2019年予算）

名古屋市 敬老パス 年間１４０億円（2017年実績）

堺市 おでかけ応援100円、ＩＣカード利用2015年創設

さいたま、相模原、岡⼭は未実施。静岡、千葉、浜松は制度廃⽌。

• 学生補助

札幌市 高校等生徒通学助成 13000円越えを補助

沖縄県 高校バス通学費支援、無料、生活保護世帯等

新潟市 コロナ臨時交付金、学生ＩＣカード3000円チャージ


